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障害のある人が普通に暮らせる地域づくり障害のある人が普通に暮らせる地域づくり
◇◇ 障害者の地域生活への移行について障害者の地域生活への移行について

障害のある人が普通 暮らせる地域 くり障害のある人が普通 暮らせる地域 くり
（目指す方向）
重度の障害者でも地域での暮らしを選択できる基盤づくり
・安心して暮らせる住まいの場の確保、・日常生活を支える相談支援体制の整備、・関係者の連携によるネットワークの構築
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１ 障害者自立支援法等の改正について１ 障害者自立支援法等の改正について

２ 精神保健福祉の動向について２ 精神保健福祉の動向について

３ 精神保健福祉士施行規則等の改正について

（参考資料）



１ 障害者自立支援法等の改正について１ 障害者自立支援法等の改正について

4



実利用者数の推移
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○平成２２年２月→平成２３年２月の伸び率（年率）・・・・・１０．４％

このうち 身体障害者の伸び率…… ７．３％ (２３年２月の利用者数) １４．７万人

知的障害者の伸び率…… ６．４％ ２８．２万人

精神障害者の伸び率…… ２５．４％ ８．４万人

障害児の伸び率………… １８．３％ ７．１万人
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障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害保健福祉施策を見直すまでの
間において障害者等の地域生活を支援するための関係法律の整備に関する法律の概要

① 趣旨 公布日施行

② 利用者負担の見直し

① 趣旨

－ 障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害保健福祉施策を見直すまでの間における障害者等の
地域生活支援のための法改正であることを明記

公布日施行

平成24年４月１日までの政令で定める日（平成24年４月１日（予定））から施行

－ 利用者負担について、応能負担を原則に
－ 障害福祉サービスと補装具の利用者負担を合算し負担を軽減

② 利用者負担の見直し

③ 障害者の範囲の見直し

平成24年４月１日までの政令で定める日（平成24年４月１日（予定））から施行

公布日施行

－ 発達障害が障害者自立支援法の対象となることを明確化

③ 障害者の範囲の見直し

④ 相談支援の充実 原則として平成24年４月１日施行（予定）

公布日施行

－ 相談支援体制の強化

－ 支給決定プロセスの見直し（サービス等利用計画案を勘案）、サービス等利用計画作成の対象者の大幅な拡大

⑤ 障害児支援の強化 平成24年４月１日施行

市町村に基幹相談支援センターを設置、「自立支援協議会」を法律上位置付け、
地域移行支援・地域定着支援の個別給付化

－ 児童福祉法を基本として身近な地域での支援を充実
（障害種別等で分かれている施設の一元化、通所サービスの実施主体を都道府県から市町村へ移行）
－ 放課後等デイサービス・保育所等訪問支援の創設

在園期間の延長措置の見直し

⑤ 障害児支援の強化 平成24年４月１日施行

１８歳以上の入所者については 障害者自立支援法で対応するよう見直し－ 在園期間の延長措置の見直し

－ グループホーム・ケアホーム利用の際の助成を創設

⑥ 地域における自立した生活のための支援の充実
平成24年４月１日までの政令で定める日
（平成23年10月１日（予定））から施行

１８歳以上の入所者については、障害者自立支援法で対応するよう見直し。
その際、現に入所している者が退所させられることのないようにする。

（その他）（１）「その有する能力及び適性に応じ」の削除、（２）成年後見制度利用支援事業の必須事業への格上げ、
（３）児童デイサービスに係る利用年齢の特例、（４）事業者の業務管理体制の整備、
（５）精神科救急医療体制の整備等、（６）難病の者等に対する支援・障害者等に対する移動支援についての検討

－ 重度の視覚障害者の移動を支援するサービスの創設（同行援護。個別給付化） (1)(3)(6)：公布日施行
(2)(4)(5)：平成24年4月
1日までの政令で定める日
（平成24年4月1日（予
定））から施行
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① 趣旨
（施行期日）

公布日施行

趣旨

（課題） 改正の趣旨を明確にする必要。

→ 障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害保健福祉施策を見直すまでの間において→ 障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害保健福祉施策を見直すまでの間において
障害者及び障害児の地域生活を支援するため、関係法律を整備するものであることを明記。
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② 利用者負担の見直し
（施行期日）

平成24年４月１日までの政令で
定める日（平成24年４月１日

利用者負担の規定の見直し

② 利用者負担の見直し 定める日（平成24年４月１日
（予定））から施行

（課題） 累次の対策により、負担上限額は大幅に引き下げられており、実質的に負担能力に応じた負担
になっているが、法律上は１割負担が原則となっている。

→ 法律上も負担能力に応じた負担が原則であることを明確化。
（ただし、サービス利用量が少なく、１割負担の方が低い場合には１割）

※ 例えば、現在、市町村民税非課税世帯については、利用者負担は無料。

※ 利用者の実質負担率０．３７％（Ｈ２２．１０国保連データ）。

利用者負担の合算

（課題） 障害福祉サービスと補装具の利用者負担の上限額は、それぞれに別に設定されている。

→ 高額障害福祉サービス費について補装具費と合算することで 利用者の負担を軽減

利用者負担の合算

→ 高額障害福祉サービス費について補装具費と合算することで、利用者の負担を軽減。
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高額障害福祉サービス費の補装具費との合算

○ 現在、「高額障害福祉サービス費」は、次の各サービスの利用者負担額を合算した額が基
準額を超える場合に、基準額を超える額を償還して給付する制度。 新たに補装具費も新たに補装具費も

合算対象となる費合算対象となる費
①同一世帯の他の者が利用する障害福祉サービスに係る費用
②障害福祉サービス利用者本人が利用する介護保険法上のサービスに係る費用
③同一世帯の児童が利用する児童福祉法に基づく障害児支援に係るサービスに係る費用

合算対象となる費合算対象となる費
用とする用とする（（※※））

※補装具費は、世帯の中に市町
村民税所得割額が46万以上の者

がいる場合は公費負担の対象外
（現行どおり）。

＜例：同一人が障害福祉と介護保険のサービスを利用及び補装具費の支給を受けている場合＞

【現行】補【改正 】

障
害

償還償還

【現行】

障
害

償還償還

補
装
具

【改正後】

〈基準額〉〈基準額〉

障
害

介
護

介
護

補
装
具

補
装
具

障
害

介
護

介
護

補
装
具

利用したサービス費等
利用したサービス費等 利用者負担

利用者負担
利用したサ ビス費等 利用者負担
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③ 障害者の範囲の見直し

（施行期日）
公布日施行

③ 障害者の範囲の見直し

（課題） 発達障害は、概念的には精神障害に含まれるが、そのことが明確にされていない。

障害者の範囲の見直し

→ 障害者自立支援法のサービスをより受けやすくする観点から、発達障害者が障害者の範囲に含まれ
ることを法律上明示。

※ 発達障害については、発達障害者支援法が整備され、発達障害の定義規定も置かれている。
※ あわせて、高次脳機能障害が対象となることについて、通知等で明確にする。
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○ 障害者の範囲について

◆障害者自立支援法との関係について

発達障害は従来より障害者自立支援法の対象として取り扱われてきたところであるが 今般「 障がい者制度改革推進本部等に発達障害は従来より障害者自立支援法の対象として取り扱われてきたところであるが、今般「 障がい者制度改革推進本部等に

おける検討を踏まえて障害保健福祉施策を見直すまでの間において障害者等の地域生活を支援するための関係法律の整備に関
する法律（平成２２年法律第７１号）」により、障害者自立支援法第４条第１項において、発達障害は精神障害に含まれるものとして
法律上に明記されたところであり、各種サービスの対象となるので、改めて管内市区町村及び関係機関等へ周知願いたい。

【 発達障害の定義 】

広汎性発達障害（自閉症、アスペルガー症候群等）、学習障害、注意欠陥・多動性障害等、通常低年齢で発現する
脳機能の障害（発達障害者支援法第２条）

※ＩＣＤ－１０（疾病及び関連保健問題の国際統計分類）におけるF80-98に含まれる障害
（平成１７年４月１日付文部科学事務次官、厚生労働事務次官連名通知）

（参考）ＩＣＤ－１０（疾病及び関連保健問題の国際統計分類）

F00-F69 統合失調症や気分（感情）障害など

第５章 精神及び行動の障害 （F00-F99）

精
神
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祉
手
帳

＜法律＞ ＜手帳＞
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神
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健
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福
祉
法

健帳

療
育

手
帳F70-F79 知的障害<精神遅滞> 

F80-F89 心理的発達の障害
（自閉症・アスペルガー症候群、その他の広汎性発達障害、
学習障害など）

健
福
祉
法

発
達
障
害
者

精
神
保
健
福

F90-F98 小児<児童>期及び青年期に通常発症する行動及び情緒の障害
（注意欠陥多動性障害、トゥレット症候群など）

者
支
援
法

福
祉
手
帳
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④ 相談支援の充実 （施行期日）

原則として平成24年４月１
日施行（予定）

（課題） 障害者の地域生活にとって相談支援は不可欠であるが、市町村ごとに取組状況に差がある。
また、地域の支援体制づくりに重要な役割を果たす自立支援協議会の位置付けが法律上不明確。

相談支援体制の強化
日施行（予定）

また、地域の支援体制 くりに重要な役割を果たす自立支援協議会の位置付けが法律 不明確。

→ 地域における相談支援体制の強化を図るため中心となる総合的な相談支援センター（基幹相談支援
センター）を市町村に設置。

→ 自立支援協議会について、設置の促進や運営の活性化のため、法律上に根拠を設ける。

※ 市区町村における地域自立支援協議会の設置状況 ８５％（平成２２年４月）

→ 地域移行や地域定着についての相談支援の充実（地域移行支援・地域定着支援の個別給付化）。

支給決定プロセスの見直し等

（課題） サービス利用計画の作成については、①計画の作成が市町村の支給決定後となっている、②対象
が限定されている、などの理由からあまり利用されていない。

支給決定プロセスの見直し等

→ 支給決定の前にサービス等利用計画案を作成し、支給決定の参考とするよう見直し。

→ サービス等利用計画作成の対象者を大幅に拡大。サ ビス等利用計画作成の対象者を大幅に拡大。
※ 現在のサービス利用計画作成費の対象者は、重度障害者等に限定されており、利用者数は３，４１３人（平成２２年４月）。
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基幹相談支援センター
○ 基幹相談支援センターは、地域における相談支援の中核的な役割を担う機関として、身体障害者、知的障害
者 精神障害者の相談支援に関する業務を総合的に行うことを目的とする施設者、精神障害者の相談支援に関する業務を総合的に行うことを目的とする施設。

○ 市町村又は当該業務の実施の委託を受けた一般相談支援事業者その他の省令で定める者が設置すること
ができる。

設置できる者設置できる者
地

中
■市町村

■市町村が委託する者
（ 般相談支援事業者等）

地
域
に
お
け
る

中
核
的
な
役

《基幹相談支援センター》

○身体障害者 知的障害者 精（一般相談支援事業者等）

※設置するかどうか
は市町村の任意

る
相
談
支
援

役
割
を
担
う

○身体障害者、知的障害者、精
神障害者の相談支援に関す
る業務を総合的に行う

は市町村の任意 援
の

う
機
関

（基幹相談支援センターが行う業務のイメージ）

○ 自ら、障害者等の相談、情報提供、助言を行う。

○ 地域の相談支援事業者間の連絡調整や、関係機関の連携の支援を行う。
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○ 障害者の地域における自立した生活を支援していくためには、関係機関や関係団体、障害福祉サービス事
業者や医療 教育 雇用を含めた関係者が 地域の課題を共有し 地域の支援体制の整備について協議を行

「自立支援協議会」を法律上位置付け

業者や医療・教育・雇用を含めた関係者が、地域の課題を共有し、地域の支援体制の整備について協議を行
うことが重要である。

○ これを担う「自立支援協議会」について、設置の促進や運営の活性化のため、法律上に根拠を設ける。

○ 自立支援協議会を設置した都道府県及び市町村は、障害福祉計画を定め、又は変更しようとする場合、あ
らかじめ、自立支援協議会の意見を聴くよう努めなければならないこととされている。

※ この改正の施行日は平成２４年４月１日を予定しているが、「第三期障害福祉計画（平成２４年度～）」の作成に当たっても、
今回の改正の趣旨を踏まえ、自立支援協議会の意見を聴くよう努めること。

【自立支援協議会を構成する関係者】

当事者サービス事業者
行政機関

保健・医療

子育て支援 自立支援協議会

企業・就労支援

民生委員

相談支援事業者
高齢者介護

障害者相談員学校

宅建業者
相談支援事業者
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○ 市町村は、必要と認められる場合として省令で定める場合には、指定を受けた特定相談支援事業者が作成
するサ ビス等利用計画案の 出を求め これを勘案して支給決定を行うこととする

支給決定プロセスの見直し等

するサービス等利用計画案の提出を求め、これを勘案して支給決定を行うこととする。

＊ 上記の計画案に代えて、省令で定める計画案（セルフケアプラン等）を提出できることとする。

＊ 特定相談支援事業者の指定は、総合的に相談支援を行う者として省令で定める基準に該当する者について市町村が指定
することとする。

＊ サービス等利用計画作成対象者を拡大する。

○ 支給決定時のサービス等利用計画の作成、及び支給決定後のサービス等利用計画の見直し（モニタリング）
について、計画相談支援給付費を支給する。

○ 障害児についても、新たに、児童福祉法に基づき、市町村が指定する「指定障害児相談支援事業者」が、通
所サービスの利用に係る障害児支援利用計画（障害者のサービス等利用計画に相当）を作成することとする。

＊ 障害児の居宅介護等の居宅サービスについては、障害者自立支援法に基づき、「指定特定相談支援事業者」がサービス＊ 障害児の居宅介護等の居宅サ ビスについては、障害者自立支援法に基づき、「指定特定相談支援事業者」がサ ビス
等利用計画を作成。（障害児に係る計画は、同一事業者が一体的（通所・居宅）に作成するようにする方向で検討）

＊ 障害児の入所サービスについては、児童相談所が専門的な判断を行うため、障害児支援利用計画の作成対象外。

サ支 サ支

受

障
害
程
度

計
画
案

サ
ー
ビ
ス

支

サ
ー
ビ
ス
等

支
給
決
定
時

サ
ー

サ
ー
ビ
ス
等

支
給
決
定

付
・申
請

度
区
分
の

案
の
作
成

ス
等
利
用

支
給
決
定

等
利
用
計
画

時
の

ー
ビ
ス
利
用

等
利
用
計
画

後
の

の
認
定

画

支給決定時から
ケアマネジメン
トを実施

用

一定期間ごとのモ
ニタリング

画
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地域移行支援・地域定着支援の個別給付化
○ 地域移行支援○ 地域移行支援

施設や病院に長期入所等していた者が地域での生活に移行するためには、住居の確保や新生活の準備等
について支援が必要。
→ 現行の「精神障害者地域移行支援特別対策事業」（補助金）で行われているものと同様の事業を個別給付
にに。

○ 地域定着支援
居宅で一人暮らししている者については、夜間等も含む緊急時における連絡、相談等のサポート体制が必要。
現行 「居住サポ ト事業 （補 金） 行われ るも と同様 事業を個別給付に→ 現行の「居住サポート事業」（補助金）で行われているものと同様の事業を個別給付に。

※ 地域移行支援・地域定着支援を担う「一般相談支援事業者」の指定は、都道府県が行う。

※ 施行（平成２４年４月１日）の際、既存の指定相談支援事業者は、１年以内の省令で定める期間内は「指定一※ 施行（平成２４年４月１日）の際、既存の指定相談支援事業者は、１年以内の省令で定める期間内は 指定
般相談支援事業者」とみなす。

施設・病院内施設・病院内 地地 域域

サービス利用計画サービス利用計画
（ 所 院 向 た ネ を行 地域生活 移行 定着を計 的 支援 ）

退
所
・
退

地域移行・地域生活のためのコーディネート機能

地域定着支援地域定着支援地域移行支援地域移行支援

（退所・退院に向けたケアマネジメントを行い、地域生活への移行、定着を計画的に支援。）
退
院
を
希
望
す

地域移行・地域生活のための支援 地域相談支援として個別給付化

地域定着支援地域定着支援
（２４時間の相談支援体制等）

地域移行支援地域移行支援
（地域生活の準備や福祉サービスの見学・体験のための
外出への同行支援・入居支援等）

す
る
者
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「障害者」の相談支援体系「障害者」の相談支援体系
見直し後現行

一

○障害者 障害児等から 相談（交付税）

市町村／指定相談支援事業者に委託可

障害 障害 等

市町村／指定特定・一般相談支援事業者
に委託可

般
的
な
相
談 ○障害者・障害児等からの相談（交付税） ○障害者・障害児等からの相談（交付税）談
支
援

○計画相談支援（個別給付）
ビ

指定特定相談支援事業者
※事業者指定は、市町村長が行う。

・支給決定の参考○指定相談支援（個別給付）
ビ

指定相談支援事業者
※事業者指定は、都道府県知事が行う。

サ
ー
ビ
ス
等

・サービス利用支援
・継続サービス利用支援

○基本相談支援（障害者・障害児等からの相談）

支給決定の参考

・対象を拡大に拡大
・サービス利用計画の作成
・モニタリング

○障害者・障害児等からの相談

等
利
用
計
画

指定一般相談支援事業者
※事業者指定は 都道府県知事が行う○精神障害者地域生活支援特別対策事業（補 金）

地
域
移
行

○居住サポ ト事業（補 金）

○地域相談支援（個別給付）
・地域移行支援（地域生活の準備のための外出への同

行支援・入居支援等）

地域定着支援（２４時間の相談支援体制等）

※事業者指定は、都道府県知事が行う。○精神障害者地域生活支援特別対策事業（補助金）
（都道府県／指定相談支援事業者、精神科病院等

に委託可）

行
支
援
・
地
域 ○居住サポート事業（補助金）

（市町村／指定相談支援事業者等に委託可）

・地域定着支援（２４時間の相談支援体制等）

○基本相談支援（障害者・障害児等からの相談）

域
定
着
支
援 17



急性期 回復期 安定期（退院後）

１ 措置入院に係る退院支援の現状 平成23年4月28日第４回新たな地域精神保健医療体制の構築に向けた検討チーム
第3R「保護者制度・入院制度の検討」に係る作業チーム 資料

・病状安定のための
治療と支援

・病状安定のための治
療と退院支援
・支援会議の開催

・治療継続に向
けた支援

医
療
機
関

・指定医による診
察
・入院受け入れ

関

立会等
措
置
入

措
置
解

保
健
所

・措置診察
・入院措置手続

・退院請求等への請求対応

・症状消退届の受理・定期病状報告書の受理
入
院
（都
道
府

解
除
（都
道
府退院請求等 の請求対応

・支援会議への参加
・相談、訪問支援等

・相談、訪問支援、連絡
調整等

府
県
知
事
に
よ

府
県
知
事
に
よ地

・各種サービスへの
等

よ
る
決
定
）

よ
る
決
定
）

地
域
移
行
支
援 旋等援
を
行
う
事
業

（実線）現在行っている支援
（点線）対象者、家族の状況により行っている支援

業
所
等



医

急性期 回復期 安定期（退院後）

２ 措置入院に係る退院調整の方向性（イメージ案）

治療継続に
向けた支援

医
療
機
関

・指定医による診
察
・入院受け入れ

措
置
入

・病状安定のための
治療と支援

・病状の安定と退院に向
けた支援

・支援会議への参加

措
置
解
除

保

情報共有情報共有 情報共有
院
（都
道
府
県

・措置診察
・入院措置 続 ・定期病状報告書の受理 ・ 状 退 の受理

除
（都
道
府
県
知

立会等

・退院請求等への請求対応
・医療機関との調整
・家族等への支援

保
健
所

県
知
事
に
よ
る

入院措置手続

・支援会議の開催等
・相談、 支援等

・相談、訪問、連絡調整
等（適宜）

・症状消退届の受理知
事
に
よ
る
決

情報提供
支援依頼

情報共有情報共有

る
決
定
）

相談、訪問支援等
決
定
）

サービス利用計画

地
域

・支援会議参加
・支援計画の作成

関係機関の 整等

・地域での相談継続
・各種サービスへの斡旋

サービス利用計画
退院に向けて、地域生活への移行、定着を計画的に支援

移
行
支
援
を

・家族、関係機関の調整等 ・家族、関係機関の調整等

〈地域移行支援〉

地域生活の準備や福祉サービスの
見学等の同行・住宅入居支援

〈地域定着支援〉
24時間の相談支援体制等

を
行
う
事
業
所

※サービス利用計画、地域移行支援・地域定着支援については障害者自立支援法に基づく自立支援給付（平成24年
4月～）となり、相談支援専門員（ＰＳＷ資格者等）等が対応。利用者の希望に応じて活用する。

所
等



急性期 回復期 安定期（退院後）

３ 医療保護入院に係る退院支援の現状

・治療継続に向
けた支援

医
療
機
関

・指定医による診
察
・入院受け入れ

・病状安定のための
治療と支援

・病状安定のための治療
と退院支援
・支援会議の開催

関

医
療
保

保
健
所

・入院届、定期病状報告書の受理
退

・退院届の受理

保
護
入
院
（保所

・相談、訪問支援等
（適宜）

院

保
護
者
に
よ
る地

・各種サービスへの
等

る
同
意
）

地
域
移
行
支
援 旋等援
を
行
う
事
業業
所
等



医

急性期 回復期 安定期（退院後）

４ 医療保護入院に係る退院調整の方向性（イメージ案）

病状安定のための
治療と支援

治療継続に
向けた支援

医
療
機
関

・指定医による診
察
・入院受け入れ

・病状の安定と退院に向けた
支援

・支援会議の参加

保
健

医
療
保
護
入

・退院届の受理

・相談、 支援等

・入院届、定期病状報告書の受理

退

健
所

情報共有情報共有

入
院
（保
護
者

相談、訪問支援等
（適宜）・支援会議の参加 院

に
よ
る
同
意

サービス利用計画

地
域
移

）

・支援会議の開催
・支援計画の作成

関係機関の 整等

・地域での相談継続
・各種サービスへの斡旋

サービス利用計画
退院に向けて、地域生活への移行、定着を計画的に支援

移
行
支
援
を
行 ・家族、関係機関の調整等 ・家族、関係機関の調整等

〈地域移行支援〉

地域生活の準備や福祉サービスの
見学等の同行・住宅入居支援

〈地域定着支援〉
24時間の相談支援体制等

行
う
事
業
所
等等



居住サポート事業の

紹介パンフレットやリーフレット

岩手県北上市における住宅入居等支援事業（居住サポート事業）の取組

紹介パンフレットやリ フレット
を作製しました。

物件あっせん依頼
入居契約手続きの立会利用手続き支援 相談支援事業者

(居住サポート事業者)

福祉サービス事業者
賃貸保証会社
引っ越し業者

不動産業者・家主相談

支援
連携

福祉サ ビス事業者
日中活動、家事援助など

社会福祉協議会
日常生活自立支援事業

引っ越し業者

市役所

医療機関

夜間・緊急時の対応

支援

連絡調整

連携

親戚 隣近所

夜間・緊急時の対応

緊急時対応

利用者

支援の輪

親戚・隣近所
民生委員など

夜間・休日

北上市で暮らし続けたい あなた を支援します北上市で暮らし続けたい あなた を支援します

22



相談者

賃貸住宅への入所が困難な状況にある障がいのある方

居住サポ ト事業
・賃貸住宅に入居したいので支援してほしい
・施設、病院から出て、北上でひとり暮らしがしたい
・今住んでいるアパートから引っ越したい
・今のアパートで生活し続けられるよう支援してほしい

居住サポート事業
の流れ

相談窓口

相談支援事業者 市

入居支援会議

・事業による支援の必要性の検討
・対象者調書作成（生活支援アセスメント票、私の希望するくらし）

入居支援会議

相談支援事業者 市 その他必要と認める者

・事業による支援の可否検討
支援内容の検討

支援の可否決定

・支援内容の検討

居支援会議 検討結果を参考に市 事業利 を決定 相談支援事業者に通知

支援開始

・入居支援会議の検討結果を参考に市で事業利用の可否を決定し、相談支援事業者に通知
・相談支援事業者から相談者に結果説明

・利用者と相談支援事業者で支援登録の契約（約束事の取り決め）

23



⑤ 障害児支援の強化 （施行期日）
平成24年４月１日施行

（課題） 障害を持つ子どもが身近な地域でサービスを受けられる支援体制が必要。

児童福祉法を基本とした身近な支援の充実

→ 重複障害に対応するとともに、身近な地域で支援を受けられるよう、障害種別等に分かれている現行
の障害児施設（通所・入所）について一元化。

→ 在宅サービスや児童デイサービスの実施主体が市町村になっていることも踏まえ、通所サービスにつ
いては市町村を実施主体とする（入所施設の実施主体は引き続き都道府県）。

（課題） 放課 や夏休み等における居場所の確保が必要

放課後等デイサービス・保育所等訪問支援の創設

（課題） 放課後や夏休み等における居場所の確保が必要。

→ 学齢期における支援の充実のため、「放課後等デイサービス」を創設。

（ 20歳に達するまで利用できるように特例を設ける ）（ 20歳に達するまで利用できるように特例を設ける。）

（課題） 保育所等に通う障害児に対して、集団生活への適応のための支援が必要。

保育所等を し 専門的な支援を行うため 「保育所等 支援」を創設→ 保育所等を訪問し、専門的な支援を行うため、「保育所等訪問支援」を創設。

24



在園期間の延長措置の見直し

（課題） １８歳以上の障害児施設入所者について、障害者施策として対応すべきとの意見。
（障害児支援の関係者で構成された『障害児支援の見直しに関する検討会』の中での議論）

在園期間の延長措置の見直し

→ １８歳以上の障害児施設入所者については障害者施策（障害者自立支援法）で対応するよう見直し。

（その際、必要な支援の継続措置に関する規定や、現に入所している者が退所させられることがないよう
にするための必要な規定を設ける 特に重 心身障害者に は十分に配慮する ）にするための必要な規定を設ける。特に重症心身障害者については十分に配慮する。）

25



⑥ 地域における自立した生活のための支援
の充実

（施行期日）
平成24年４月１日までの
政令で定める日（平成23年10月

グループホーム・ケアホーム利用の際の助成の創設

の充実 政令で定める日（平成23年10月
１日（予定））から施行

（課題） 障害者の地域移行を促進するため、障害者が安心して暮らせる「住まいの場」を積極的に確保する
必要。

グル プホ ム ケアホ ム入居者 の支援を創設（居住に要する費用の 成）→ グループホーム・ケアホーム入居者への支援を創設（居住に要する費用の助成）。

（課題） 移動支援について、重度の肢体不自由者や知的障害者及び精神障害者については、自立支援給付

重度の視覚障害者の移動支援の個別給付化

動 援 、 度 、 援
とされているが、重度の視覚障害者については、地域生活支援事業（補助金）の中で行われているのみ。

→ 重度の視覚障害者の移動支援についても、地域での暮らしを支援する観点から、自立支援給付の対
象とする象とする。
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グループホーム・ケアホームの利用の際の助成

１ 目 的
グループホーム・ケアホームの家賃について、障害者の地域移行をさらに進める
ため、その一定額を 成するもの。ため、その 定額を助成するもの。

２ 対象者
グループホーム・ケアホーム利用者（市町村民税課税世帯を除く）

３ 助成額（月額）
家賃を助成対象とし、利用者１人当たり月額１万円を上限

※ 家賃が１万円未満の場合は、当該家賃の額を助成。
※ 月の中途で入退居した場合は、１万円を上限として実際に支払った額を助成。
※ 賃に対する 成は、事業者による代理受領の場合、他の障害福祉サービスに係る 酬と同様に、※ 家賃に対する助成は、事業者による代理受領の場合、他の障害福祉サ ビスに係る報酬と同様に、
翌々月となる。

（例：平成２３年１０月分は、平成２３年１２月に支給）

負担率４ 負担率
１／２ （負担割合 国１／２、都道府県１／４、市町村１／４）

５ 施行期日５ 施行期日
平成２３年１０月１日
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重度視覚障害者に対する移動支援の個別給付化（同行援護の創設）

１ 目 的

地域における自立した生活の支援を充実させるため、重度視覚障害者（児）
の移動支援について、「同行援護」として障害福祉サービスに位置付け、自立
支援給付の対象とするもの支援給付の対象とするもの。

※ 対象者やサービス内容の範囲、事業者の指定基準の内容、国庫負担基準等については、
今後検討を行う。

２ 負担率
１／２ （負担割合 国１／２、都道府県１／４、市町村１／４）

３ 施行期日
平成２３年１０月１日
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⑦ その他
（施行期日）
（１）（３）（６）：公布日施行

（２）（４）（５） 平成24年４月１日までの

（１） 「その有する能力及び適性に応じ」の削除

⑦ その他
（２）（４）（５）：平成24年４月１日までの

政令で定める日（平成24年
４月１日（予定））から施行

（課題） 能力及び適性に応じたサービス量しか支給しないように読まれるおそれ。

（１） 「その有する能力及び適性に応じ」の削除

→ 目的規定等にある「その有する能力及び適性に応じ」との文言を削除。

（２） 成年 見制度利用支援事業の必須事業化

（課題） 成年後見制度利用支援事業は、相談支援事業の事業内容の一つであり、実施していない市町村
がある。

※ 市区町村における成年 見制度利用支援事業の実施状況 ４０％（平成２２年４月）

（２） 成年後見制度利用支援事業の必須事業化

※ 市区町村における成年後見制度利用支援事業の実施状況 ４０％（平成２２年４月）

→ 法律上、市町村の地域生活支援事業を必須事業とする。

（課題） 児童デイサービスの利用は、18歳未満。在学中に、利用できなくなる。

（３） 児童デイサービスに係る利用年齢の特例

→ 児童デイサービスを20歳に達するまで利用できるように特例を設ける。
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（４） 事業者の業務管理体制の整備等

（課題） 障害福祉サービス事業の運営をより適正化することが必要。

→ 事業者における法令遵守のための業務管理体制の整備 事業廃止時のサービス確保対策等→ 事業者における法令遵守のための業務管理体制の整備、事業廃止時のサ ビス確保対策等。

（５） 精神障害者の地域生活を支える精神科救急医療の整備等

（課題） 精神障害者の地域生活への移行及び地域生活の支援を推進することが必要。

→ 都道府県による精神科救急医療体制の確保について法律上位置付け等

（５） 精神障害者の地域生活を支える精神科救急医療の整備等

→ 都道府県による精神科救急医療体制の確保について法律上位置付け等。
【精神保健及び精神障害者福祉に関する法律の改正】

→ 精神保健福祉士が、精神障害者の地域生活における相談支援を担っていることの明確化等。
【精神保健福祉士法の改正】【精神保健福祉士法の改正】

（６） 検討

（課題） 難病の者等に対する支援及び障害者等に対する全般的な移動支援の充実が必要。

政府 障害保健福祉施策を 直す 当た 難病 者等 対する支援 び障害者等 対する移動

（６） 検討

→ 政府は、障害保健福祉施策を見直すに当たって、難病の者等に対する支援及び障害者等に対する移動
支援の在り方について必要な検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。
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２ 精神保健福祉の動向について２ 精神保健福祉の動向について



「精神保健医療福祉の更なる改革に向けて」概要

「精神保健医療福祉の改革ビ ョン」（平成１６年９月から概ね１０年間）の中間点において、

～「今後の精神保健医療福祉のあり方等に関する検討会」報告書 （座長：樋口輝彦 国立精神・神経センター）～

● 「改革ビジョン」 の「入院医療中心から地域生活中心へ」
という基本理念の推進

◎ 精神疾患による、生活の質の低下や社会経
済的損失は甚大。

精神障害者 地域生 を支 る 療 福祉等

精神保健医療福祉の改革ビジョン」（平成１６年９月から概ね１０年間）の中間点において、
後期５か年の重点施策群の策定に向け、有識者による検討をとりまとめ 【平成２１年９月】

● 精神疾患にかかった場合でも
・質の高い医療
・症状・希望等に応じた、適切な医療・福祉サービス

を受け、地域で安心して自立した生活を継続できる社会
精神保健 福 革 速

◎ 精神障害者の地域生活を支える医療・福祉等
の支援体制が不十分。

◎ 依然として多くの統合失調症による長期入院
患者が存在。これは、入院医療中心の施策の
結果であることを 行政を含め関係者が反省

精神医療の質の向上

● 精神保健医療福祉の改革を更に加速

精神保健医療体系の再構築

結果であることを、行政を含め関係者が反省。

目標値

地
域
を
拠
点

地域医療の拡充、入院医療の急
性期への重点化など医療体制の再
編・拡充

薬物療法、心理社会的療法など、
個々の患者に提供される医療の質
の向上

目標値

統合失調症入
院患者数を15万
人に減少<H26>

点
と
す
る
共
生
社

人員の充実等による医療の質の向上 入院患者の退
院率等に関する
目標を継続し、精
神病床約7万床の
減 を促進 社

会
の
実
現

患者が早期に支援を受けられ、精
神障害者が地域の住民として暮らし
ていけるような、精神障害に関する
正しい理解の推進

地域生活を支える障害福祉サー
ビス、ケアマネジメント、救急・在宅
医療等の充実、住まいの場の確保

減少を促進。

施策推進への
精神障害者

地域生活支援体制の強化 普及啓発の重点的実施

精神障害者・家
族の参画



新たな地域精神保健医療体制の構築に向けた検討チーム

平成２１年９月の省内の有識者検討会の報告書などを踏まえ、今後の精神保健医療施策として
の具体化を目指し、当事者・家族、医療関係者、地域での実践者、有識者の方々からご意見を伺
うため、昨年５月に、「新たな地域精神保健医療体制の構築に向けた検討チーム」を設置。（主担

○第１Ｒ：平成２２年５月３１日～６月１７日

当：厚生労働大臣政務官）

→来年度予算編成での具体化を目指し、アウトリーチ体制の具体化など地域精神保健

医療体制の整備に関する検討を実施（４回議論）

○第２Ｒ：平成２２年９月２日～

→認知症と精神科医療に関して検討を実施（１１回議論）、 １２月２２日中間とりまとめ

○第３Ｒ：平成２２年１０月２１日～

→保護者制度と入院制度について検討を開始→保護者制度と入院制度について検討を開始

→平成２３年１月より、本格的に検討を開始

※「作業チームを設置し、「検討チーム」での検討に資するための論点整理に着手。

「作業チ ム」で論点を整理し 「検討チ ム」で方向性について議論する「作業チーム」で論点を整理し、「検討チーム」で方向性について議論する。

（検討チーム ＨＰ） http://www.mhlw.go.jp/shingi/other.html#syakai



アウトリーチ支援実現に向けた考え方

平成22年6月17日第４回新たな地域精神保健医療体制の構築に向けた検討チーム 資料

【基本的な考え方】
① 「地域で生活する」ことを前提とした支援体系とする。
② アウトリ チ支援で支えることができる当事者や の抱える様々な課題に対する② アウトリーチ支援で支えることができる当事者や家族の抱える様々な課題に対する
解決を、「入院」という形に頼らない。

③ 当事者・家族の医療に対する信頼を築くためには、最初の医療との関わりが極め
て重要であり 医療面だけではなく 生活面も含め 自尊心を大切にする関わり方を

【 体的な方向性】

て重要であり、医療面だけではなく、生活面も含め、自尊心を大切にする関わり方を
基本とする。

【具体的な方向性】
① 当事者の状態に応じた医療面の支援に加え、早期支援や家族全体の支援などの
生活面の支援が可能となる多職種チームであることが必要。
（→医師 看護師に え 生活面の支援を行うスタ フを含めた体制作り）（→医師、看護師に加え、生活面の支援を行うスタッフを含めた体制作り）

② 財政面、地域における人材面の制約も考えると、できる限り現存する人的資源を活
用するとともに、地域支援を行う人材として養成することが必要。

③ 入院医療から地域精神保健医療へ職員体制等を転換する観点から アウトリ チ③ 入院医療から地域精神保健医療へ職員体制等を転換する観点から、アウトリーチ
支援の実施を、医療機関が併せて病床削減に取り組むインセンティブとすることが望
ましい。

④ 地域移行 地域定着を進める観点から 「住まい」の整備を併せて行うことが必要④ 地域移行、地域定着を進める観点から、「住まい」の整備を併せて行うことが必要。
⑤ 各障害に共通した相談支援体制との関係を明確に整理し、障害福祉サービスや就
労支援に向けた取組も円滑に利用できるようにすることが必要。



課題の解決を入院という形に頼らない

これまで、退院促進事業を行ってきたが、退院後いかに再入院を防ぎ、地域に定着するか、また、入
院していない者であっても、いかに入院につながらないようにするかが課題となっている。

新たな 院

精神障害者地域移行・地域定着支援事業

地域生活地域生活 精神科病院等 退院・
地域生活への移行

新たな入院
を増やさない

・支援の遅れによる重症化。

・地域生活における支援体制が不十分
なため、重症者の場合は強制的な入院

によらざるを得ない。

再入院を防ぐ

精神障害者アウトリーチ推進事業

未治療 者や治療中断し る者等（治療契約等が交わされ な 者）に対し 専門職が ムをする。未治療の者や治療中断している者等（治療契約等が交わされていない者）に対し、専門職がチームを
組んで、必要に応じて訪問支援を行う「アウトリーチ」により、保健・医療・福祉サービスを包括的
に提供し、丁寧な支援を実施することにより、在宅生活の継続を可能にする。
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※いわゆるＡＣＴ（Ａｓｓｅｒｔｉｖｅ ＣｏｍｍｎｕｎｉｔｙＴｒｅａｔｍｅｎｔ）とは、本来なら入院が必要となるような重症者を対象に、原則的には利用者と治療契約
等が交わされ、医師、看護師、作業療法士、精神保健福祉士等の多職種による訪問形態であり、わが国においては診療報酬等の対象サービスを
活用して実践されている。



精神障害者アウトリーチ推進事業のイメージ
平成２３年度予算案
７億円（特別枠）

想定されるチーム構成
（都道府県）

医療法人等に事業委託（ デル事業）

《２５ヶ所で実施》

★ 在宅精神障害者の生活を、医療を含む多職種チームによる訪問等で支える。

想定されるチ ム構成
・医療法人等に事業委託（モデル事業）
・事業運営に係る評価委員会を設置

看護師作業療法士ピアサポーター
（当事者）

族等からの
相談

精神科医

・保健所、市町村
（地域の関係機関）

【対象者】
①受療中断者 ②未受診者 ③ひきこもり状態の者
④長期入院の後退院し、病状が不安定な者

※当分の間は主診断名が統合失調症圏、重度の
気 障害 があ 者

対象者
の紹介

受付・受理

・医療機関
・障害福祉サービス事業所
・介護保険事業所
・教育機関

気分障害圏、認知症による周辺症状がある者
（疑含み）を主たる対象とする

交換等

の紹介

臨床心理技術者
・地域自立支援協議会等

報交換等
による連携

相談支援専門員 精神保健福祉士

臨床心理技術者
（臨床心理士等）

【特徴】・医療や福祉サービスにつながっていない（中断している）段階からアウトリーチ（訪問）を実施
・精神科病院等に多職種チーム（他業務との兼務可）を設置し、対象者及びその家族に対し支援
・アウトリーチチームの支援により、診療報酬による支援（訪問看護等）や自立支援給付のサービスへ
つなげ、在宅生活の継続や病状安定をはかる 36



チーム配置と病床削減に係る考え方

本事業はアウトリーチチームの設置と病床削減計画を併せて実施すること。本事業はアウトリ チチ ムの設置と病床削減計画を併せて実施すること。
【チーム配置について】
・本事業はモデル事業としての要素が強いことから、民間の精神科病院において実施する。

・実施機関については、民間精神科病院、訪問看護ステーション、相談支援事業所、精神科診療所でも可
とするとする。
・但し、平成22年度精神障害者地域移行・地域定着支援事業のうち、地域定着支援事業を実施している

都道府県においては、事業の継続性の観点から、現在事業実施している公的機関にチーム設置すること
を可とする。を可とする。
【病床削減に係る考え方】

・実施機関において病床削減とチーム設置を行うことを基本（パターンＡ）とするが、地域の実情に合わせ
て下記の設置形態（パターンＢ）も可とする。

なお 同 圏域内の複数病院による病床削減 公立病院の病床削減 アウトリ チ実施チ ムと異なる・なお、同一圏域内の複数病院による病床削減、公立病院の病床削減、アウトリーチ実施チームと異なる
圏域の病床削減についても可とする。
・病床削減計画については、事業実施から3年ないし5年以内に30床以上（許可病床ベース）を削減するも
のとする。なお、削減予定の医療機関の全精神病床の10％が30床に満たない場合には、その10%以上

【パターンＡ】
同一病院内で病床削減とチーム設置を行う場合（基本形態）

【パターンＢ】
同一圏域内で病床削減とチーム設置を行う場合

のとする。なお、削減予定の医療機関の全精神病床の が 床 満たな 場合 は、その 以
（例：200床の病院なら20床以上）を削減するものとする。

連携

Ａ病院で
病床削減

Ｂ病院に
チーム設置

Ａ病院で
病床削減

Ａ病院に
チーム設置
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精神障害者地域移行・地域定着支援事業について

地域移行支援事業

平成２２年度 平成２４年度以降平成２３年度

地域移行支援事業

・協議会の設置

・地域体制整備ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ

地域移行支援事業

・協議会の設置

・地域体制整備ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ

地域移行支援事業

障害福祉サービスに係
る自立支援給付に

地域体制整備 ﾃ ｨﾈ ﾀ
の配置

・地域移行推進員の配置

個別支援会議

地域体制整備 ﾃ ｨﾈ ﾀ
の配置

・地域移行推進員の配置

個別支援会議

地域生活の準備や福祉
サービスの見学・体・個別支援会議

・ピアサポートの活用 等

・個別支援会議

・ピアサポートの活用 等

サ ビスの見学 体験
のための外出への同行
支援・入居支援等、地
域相談支援として個別
給付化

多職 支援チ ムの配置

地域定着支援事業

・地域住民との交流事業

地域定着支援事業

補 金事業

給付化

・多職種支援チームの配置

・地域住民との交流事業

補助金事業

「精神障害者アウトリーチ推進事業」
により地域生活の継続を支援



基本的な考え方

新たな地域精神保健医療体制の構築に向けた検討チーム（第２Ｒ）
認知症と精神科医療 中間とりまとめ 概要 平成２２年１２月２２日

認知症の方への支援に当たっては、ご本人の思いを尊重し、残された力を最大限生かしていけるような支援をすることを前提とする。

その上で、認知症患者に対する精神科医療の役割としては、以下の点を、基本的な考え方とすべきである。

① 認知症の早期から、専門医療機関による正確な診断を受けることができるよう体制の整備を目指す。

基本的な考え方

① 認知 早期 、専門医療機関 る 確な 断を受ける る う体制 整備を目指す。

② 入院を前提と考えるのではなく、地域での生活を支えるための精神科医療とする。その際、アウトリーチ（訪問支援）や外来機能の充実を図り、本
人だけではなく、家族や介護者も含めて支援していく。

③ ＢＰＳＤや身体疾患の合併により入院が必要となる場合には、速やかに症状の軽減を目指し、退院を促進する。また、そのような医療を提供できる
体制の整備を目指す。

④ 症状の面からみて退院可能と判断される患者が地域の生活の場で暮らせるようにするため、認知症の方の生活を支える介護保険サービスを初め
とする必要なサービスの包括的、継続的な提供の推進等により地域で受入れていくためのシステムづくりを進める。

⑤ このため、退院支援・地域連携クリティカルパスの開発、導入を通じて、入院時から退院後の生活への道筋を明らかにする取組を進める。

⑥ 症状が改善しないため入院の継続が必要な方に対して、療養環境に配慮した適切な医療を提供する。

⑦ 地域の中で 精神科の専門医療機関として 介護や福祉との連携 地域住民 の啓発活動に積極的な機能を果たす⑦ 地域の中で、精神科の専門医療機関として、介護や福祉との連携、地域住民への啓発活動に積極的な機能を果たす。

具体的な方向性

（１）地域での生活を支えるための精神科医療 （２）ＢＰＳＤを有する患者への精神科医療

１ 認知症患者に対する精神科医療の役割の明確化

（３）身体疾患を合併している認知症患者への入院医療 （４）地域全体の支援機能

２ 現在入院している認知症患者への対応及び今後症状の面からみて退院可能と
思われる患者が地域の生活の場で暮らせるようにするための取組

（１）認知症に対する医療側と介護側との認識を共有化するための取組
（２）症状の面からみて退院可能と判断される認知症患者の円滑な移行のための受け皿や支援の整備

思われる患者が地域の生活の場で暮らせるようにするための取組



地域での生活を支えるための精神科医療

新たな地域精神保健医療体制の構築に向けた検討チーム（第２Ｒ）
認知症と精神科医療 中間とりまとめ 概要 平成２２年１２月２２日

地域全体の支援機能地域全体の支援機能
○専門医療機関による早期の診断 ○家族や介護者への相談支援や訪問支援
○認知症の経過や状態像に応じた診療と生活のアドバイス
○施設等で生活する認知症患者へのアウトリーチ（訪問支援）
○精神症状等で緊急を要する認知症患者への２４時間の対応体制の整備
○精神科作業療法や重度認知症デイ・ケアの提供

地域 体 支援機能
○地域住民や地域の他施設との連携強化
○地域住民への啓発活動

地域 体 支援機能
○地域住民や地域の他施設との連携強化
○地域住民への啓発活動認

知
症
患

ＢＰＳＤを有する患者への精神科医療
○ＢＰＳＤへの適切な治療
○ＢＰＳＤを伴う認知症患者の円滑な医療の提供
○認知症患者に必要な入院医療
○治療 性の重度の認知 患者の状態像の整理とその受入れ

身体疾患を合併している認知症患者への入院医療
○合併症の状態像に応じた精神病床の受入先
○慢性疾患を合併している認知症患者への対応
○精神科医療機関と一般医療機関の連携のあり方

身体疾患を合併している認知症患者への入院医療
○合併症の状態像に応じた精神病床の受入先
○慢性疾患を合併している認知症患者への対応
○精神科医療機関と一般医療機関の連携のあり方

患
者
に
対
す
る ○治療抵抗性の重度の認知症患者の状態像の整理とその受入れ

（自宅、居住系施設等） （自宅、居住系施設等）
（精神科医療機関）

る
精
神
科
医
療

（本人） （介護サービス事業所等）
（本人）

療
の
役
割
の
明

（家族・介護者） （家族・介護者）

明
確
化

認知症に対する医療側と介護側との認識を共有化するための取組
○医療・介護双方の理解の向上 ○入院せずに地域で暮らせるための医療機関の関わりの強化【再掲】
○施設等で生活する認知症患者へのアウトリーチ（訪問支援）【再掲】

受
け
皿
や
支

症状の面からみて退院可能と判断される認知症患者の円滑な移行のための受け皿や支援の整備
○居住系施設等やサービス支援の整備 ○退院支援・地域連携クリティカルパスの導入
当面の取組として、退院支援・地域連携クリティカルパスの導入を通じて、地域における取組を試行しながら、検討していくことが必要

支
援
の
整
備



３ 精神保健福祉士法施行規則の改正について
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精神保健福祉士法施行規則等の改正の概要

１．教育課程の見直し

○ 精神保健福祉士を取り巻く環境の変化等を踏まえ、今後、精神保健福祉士が中核の業務として担う
べき役割である精神障害者の地域移行の支援と これに加え 地域生活を支援する役割に関する知識べき役割である精神障害者の地域移行の支援と、これに加え、地域生活を支援する役割に関する知識
及び技術は重点的に、さらに、近年拡がりをみせる役割については基礎的な知識・技術が習得できる
ように教育内容を充実。

○ 実践力の高い精神保健福祉士の養成を目指す観点から、特に実習・演習の時間数を拡充し教育内容○ 実践力の高い精神保健福祉士の養成を目指す観点から、特に実習 演習の時間数を拡充し教育内容
を充実。

２．教員等の要件の見直し

○ 実践力の高い精神保健福祉士を養成する観点から、現行の教員要件を踏まえつつ、新しい教育カリ
キュラムを踏まえた要件の見直し、拡大を図る。

３．実務経験・実習施設等の範囲の拡大

○ 職域（司法・教育・労働等）の拡大に伴い、実務経験や実習施設等の範囲の拡大を図る。

４．実習施設等の要件の見直し

○ 実習施設等における実習の受入について、より多くの生徒の受け入れ、かつ、きめ細やかな実習指
導が可能となるよう 要件の見直しを図る導が可能となるよう、要件の見直しを図る。

○ 実習の質の確保と標準化を図るため、実習指導者の要件の厳格化を図る。



精神保健福祉士の受験資格について

精 神 保 健 福 祉 士 資 格 （登録）

精 神 保 健 福 祉 試 験精 神 保 健 福 祉 士 試 験
（一部科目免除）

一般養成施設等（１年）

養成施設における教育課程、教員要件、実習指
導者要件、実習施設の範囲の見直し

短期養成施設等（６ヶ月）

実務
１年

保健福祉
系大学等

実務
１年

４年 ４年

一般系

一般系
大学等

実務
２年

福祉系

実務
２年

実務
１年 社 会

福祉士

福祉系
大学等

実務
４年

実務
２年

実務
１年

保健福祉

※ ※ ※ ※ ※ ※ ※

４年

３年
２年

般系
短大等

一般
系
短大
等

３年

２年

短大等
福祉系
短大等３年
２年

指定科
目

指定科目
履 修

指定科目
履 修

基礎科目
履 修

基礎科
目

基礎科
目

４年保健福祉
系短大等 保健福祉

系短大等

目
履
修

履 修

法７条１号 同４号 同７号

履 修 履 修 目
履
修

目
履
修同２号 同５号 同８
号

同１１号 同３
号

同９号 同１０号同６
号

大学等における科目、教員要件、実習指導者要
件、実習施設の範囲の見直し

※ 実務経験の範囲の拡大



教育課程の見直しについて

科目名

一般養
成施設

短期養
成施設

大学等

時間数 時間数
指定
科目

基礎
科目

科目名

一般養
成施設

短期養
成施設

大学等

時間数 時間数
指定
科目

基礎
科目

【改正前】 【改正後】1,110時間 → 1,200時間

時間数 時間数
科目 科目

人体の構造と機能及び疾病（※） ３０ ○ ○

心理学理論と心理的支援（※） ３０ ○ ○

社会理論と社会システム（※） ３０ ○ ○

現代社会と福祉 ６０ ６０ ○

時間数 時間数
科目 科目

人体の構造と機能及び疾病（※） ３０ ○ ○

心理学理論と心理的支援（※） ３０ ○ ○

社会理論と社会システム（※） ３０ ○ ○

現代社会と福祉 ６０ ○ ○

共

390時間
→ 420時間

地域福祉の理論と方法 ６０ ６０ ○

社会保障 ６０ ○ ○

低所得者に対する支援と生活保護制度 ３０ ○ ○

福祉行財政と福祉計画 ３０ ○ ○

地域福祉の理論と方法 ６０ ○ ○

社会保障 ６０ ○ ○

低所得者に対する支援と生活保護制度 ３０ ○ ○

福祉行財政と福祉計画 ３０ ○ ○

共
通
科
目

科目追加

保健医療サービス ３０ ○ ○

権利擁護と成年後見制度 ３０ ○ ○

保健医療サービス ３０ ○ ○

権利擁護と成年後見制度 ３０ ○ ○

障害者に対する支援と障害者自立支援制度 ３０ ○ ○

精神疾患とその治療 ６０ ６０ ○精神医学 ６０ ６０ ○

精神保健の課題と支援 ６０ ６０ ○

精神保健福祉相談援助の基盤（基礎） ３０ ○ ○

精神保健福祉相談援助の基盤（専門） ３０ ３０ ○

精神保健福祉の理論と相談援助の展開 １２０ １２０ ○

精神保健福祉に関する制度とサービス ６０ ６０ ○

専
門
科
目

精神保健学 ６０ ６０ ○

精神科リハビリテーション学 ６０ ６０ ○

精神保健福祉論 ９０ ９０ ○

精神保健福祉援助技術総論 ６０ ○ ○

精神保健福祉援助技術各論 ６０ ６０ ○

科目内容の
見直し

精神保健福祉に関する制度とサ ビス ６０ ６０ ○

精神障害者の生活支援システム ３０ ３０ ○

精神保健福祉援助演習（基礎） ３０ ○ ○

精神保健福祉援助演習（専門） ６０ ６０ ○

精神保健福祉援助技術各論 ６０ ６０ ○

精神保健福祉援助演習 ６０ ６０ ○

精神保健福祉援助実習 ２７０ ２７０ ○

実
習
演

科
目

330時間
精神保健福祉援助実習指導 ９０ ９０ ○

精神保健福祉援助実習 ２１０ ２１０ ○

演
習

目 → 390時間

実習内容の
充実

（注）黄色セルは追加・変更箇所※ 大学等においては３科目のうち、いずれか１科目



教員等の要件の見直しについて

○ 教員要件について 実践力の高い精神保健福祉士を養成する観点から 現行の教員要件を踏まえつ

①教員要件の範囲の拡大

○ 教員要件について、実践力の高い精神保健福祉士を養成する観点から、現行の教員要件を踏まえつ
つ、保健、医療、福祉サービス等の現場で、実際に活動している精神保健福祉士を広く活用できるよ
うにすることや、共通科目については社会福祉士と同様の要件を設けるなど、その対象範囲を拡大す
る。

教員要件の拡大

○ カリキュラムに応じ、新たに以下の
教員要件を設けるなど、範囲を拡大する。

・ 精神保健福祉士として５年以上の
実務経験を有する者

・ 国又は地方公共団体の職員として
５年以上の実務経験を有する者従前の教員要件 ５年以上の実務経験を有する者

・ 当該科目に関する研究領域を専攻
した修士又は博士の学位を有する者

○ 共通科目については 社会福祉士と○ 共通科目については、社会福祉士と
同様の要件とする



②実習演習担当教員の要件の見直し

○ 実習・演習の質の確保と標準化を図るため、精神保健福祉援助演習、精神保健福祉援助実習指導及
び実習については、省令において新たに規定し、これまでの実習演習担当教員における要件の拡充及
び担当経験 間の拡大を図るび担当経験期間の拡大を図る。

・大学院、大学、短期大学及びこれらに準ずる教
育機関において、法令の規定に従い、精神保健
福祉援助実習を担当する教授、助教授、助教又
は講師（非常勤を含む）として選考された者

・教員として担当した経験年数（５年）を追加

・専修学校の専門課程の専任教員として、精神保
健福祉援助実習を３年以上担当した経験のある
者

・教員として担当した経験年数を、５年以上に拡
充

・精神保健福祉士資格取得後、５年以上相談援助
業務に従事した経験のある者

（従来どおり）

・厚生労働大臣が定める基準を満たす講習会の課
程を修了した者を追加

（新規）

※ 経過措置として 平成２４年３月３１日において現に実習・演習を担当する教員であって 上記に該当しない者に※ 経過措置として、平成２４年３月３１日において現に実習 演習を担当する教員であって、上記に該当しない者に
ついては、平成２７年３月３１日までの間、引き続き実習・演習を担当することができる。



実務経験・実習施設等の範囲の拡大について

○ 司法 教育 労働等 関する分野 お 相談援助 業務 従事 る状況も見受けられるな○ 司法、教育、労働等に関する分野において、相談援助の業務に従事している状況も見受けられるな
ど、精神保健福祉士の活動分野の拡大に伴い、実務経験の範囲や実習施設等の範囲について、拡大を
行う。

範囲の拡大

従前 実務経験

○ 実務経験・実習施設等の
範囲として、保護観察所、
広域障害者職業センタ 等

範囲の拡大

従前の実務経験・
実習施設等の範囲

広域障害者職業センター等
を新たに設ける。

実習施設等の要件の見直しについて実習施設等の要件の見直しについて

○ 実習施設等における実習の受入れについて、より多くの生徒の受け入れ、かつ、きめ細やかな実習
指導が可能となるよう、実習指導者は、実習における生徒５人につき１人以上であればよいこととす
る。（従前は、１の実習施設につき、学生１０人まで（実習指導者は１名以上））

○ 実習の質の確保と標準化を図るため、実習については、省令において新たに規定し、これまでの実
習指導者における要件の厳格化を図る。

・精神保健福祉士資格取得後、３年以上相談援助
業務に従事した者

・厚生労働大臣が定める基準を満たす講習会の課
程を修了した者を追加

※ 経過措置として、上記にかかわらず精神保健福祉士の資格取得後３年以上相談援助業務に従事した者については、平
成２７年３月３１日までに厚生労働大臣が定める基準を満たす講習会の課程を修了すれば足りるものとする。



参考資料

復興への主な課題と今後の方向性



復興への当面の対応と復興に向けた論点①

医療医療

課題 当面の対応 復興に向けた論点

医療サー 【医療チームの派遣】医療サ
ビスの確
保

○ 被災地における避難者等への医療ニーズに対応するため、被災地へ
の医師等の派遣を依頼（７３チームが活動中）。（5月25日現在）
○ 地域の医療機能等を踏まえた医療チームの派遣が必要。

【被災医療機関の復旧】
○ 地震により被害を受けた医療機関の復旧や仮設診療所（薬局併設含
む）の設置（第１次補正予算）。

○ 緊急雇用創出事業臨時特例交付金の活用等による被災地の医療従事
者の雇用を継続。

○ 地域の新たな医療提供体制の将来のあり方を踏まえ
た医療機関の災害復旧・再生が必要。

○ 従前より医療従事者等が不足している中で 中長期

○ 岩手県、宮城県及び福島県について、「地域医療再生基金」（各県
１２０億円まで確保）により、施設整備や医療人材の確保等に活用可能。

＜参考＞
【医療機関の被災状況】

○ 従前より医療従事者等が不足している中で、中長期
的な医療体制を確保するため、マンパワーの確保が必要。
（地元自治体・関係団体等の役割分担）

【医療機関の被災状況】
○ 岩手県、宮城県及び福島県において、１１病院が全壊、２９６病院
が一部損壊。（4月28日現在）
○ 外来は、３６病院が受入制限、１６病院が受入不可。入院は、４０
病院が受入制限、３３病院が受入不可。（4月20日現在）



復興への当面の対応と復興に向けた論点②

健康確保健康確保

課題 当面の対応 復興に向けた論点

【保健師等の派遣】
被災者に
対する健
康管理

【保健師等の派遣】
○ 自治体から保健師等の専門職を派遣し、衛生・健康管理等の支援を実施。

【全国からの保健師派遣による支援】
○ 派遣保健師等により、避難所での支援を継続するとともに、仮設住宅及
び帰宅した在宅者の健康状態の把握とニーズに対する適切な対応が必要。 ○ 地域住民への保健医療サービスの提供が困難と

なった市町村に対する保健活動の復旧支援。

○ 長期化する被災者の避難生活における感染症予
防や心のケア等、継続的な保健活動の維持。

避難所に
おける食
事・栄養
管理

【食事・栄養管理上の課題】
○ 避難所においては、食事量・栄養量の確保が十分でなく、体力低下や慢
性疾患の悪化の恐れがある。

【食事 栄養の安定的な確保】管理 【食事・栄養の安定的な確保】
○ 避難所、仮設住宅における栄養バランスのとれた食事を安定的な確保・
供給が必要であるとともに、管理栄養士が巡回栄養・食生活等指導をするこ
とにより体力低下や慢性疾患の悪化を防ぐことが必要。

「心のケアチーム」の派遣】
○ 中長期的なケアを継続するための体制整備 特被災者に

対する心
のケア

○ 「心のケアチーム」が避難所等を巡回し、相談を受け付け、必要に応じ
診療。これまで約2,000人が活動。

○ 中長期的なケアを継続するための体制整備。特
に、アウトリーチ（訪問支援）体制の充実を含めた
地域生活を支える精神保健医療体制の回復・充実。

【水道施設の災害復旧】
水道の復
旧

○ 被災した水道施設等の復旧に係る施設整備に対する国庫補助率のかさ上
げを実施。（第1次補正予算）

（参考）
【水道の被害状況】

○ 単純復旧だけでなく、耐震性の高い水道施設に
することが不可欠。また、災害に強い水道のために、
複数の水道の連結、経営統合する広域化などの検討
も含めた復興計画が必要。

○ これまでに復旧した総数は約22３万戸。
○ 現在生じている断水被害（約６．２万戸）の中には、甚大な被害を受け、
早期復旧が困難な水道も多く含まれる。



復興への当面の対応と復興に向けた論点③

高齢者・障害者

課題 当面の対応 復興に向けた論点

高齢者・障害者

被災した老
人福祉施
設・障害者
福祉施設等
の復興等

【要援護者の受入れ及び介護職員の派遣・受入れ】
○ 全国の都道府県等に対し、被災地の介護施設、障害者施設等への介護職員の
派遣を依頼。岩手県２７５人、宮城県６６２人、福島県１４３人を派遣。（５月
２７日現在）
○ 長期化を踏まえた継続的な派遣が必要。

【復旧に係る予算措置】
○ 被災した施設の復旧に係る国庫補助・被災した介護・障害福祉サービス事業
所の事業再開に要する支援（第１次補正予算）。

（参考）
【老人福祉施設等の被災状況】
○ ３県で32６の老人福祉施設、２70の障害者施設等が被災。
○ 施設等における介護職員の不足。

○ 被災地域の復興段階におけるまちづくりに際し
て必要となる地域包括ケアの整備。

○ そのために必要となるサービス拠点の整備、人
材 確保等材の確保等。

仮設住宅で
の介護サー
ビス・障害
福祉サービ
ス提供

【仮設住宅での介護サービス提供】
○ 仮設住宅に移住した高齢者・障害者へのサービス提供が必要。

【サポート拠点の設置の促進】
○ 仮設住宅での要介護高齢者 障害者等へのニ ズ把握と必要な介護ス提供 ○ 仮設住宅での要介護高齢者・障害者等へのニーズ把握と必要な介護・
障害福祉サービスの提供が必要。
○ ニーズ把握及び介護・障害福祉サービスの提供拠点として、介護・障害福祉
等のサポート拠点の設置を進める（第１次補正予算）。
○ 仮設住宅におけるサポート拠点では、被災地の実情に応じ、高齢者・障害者
に対して 総合相談 デイサ ビス 生活支援サ ビス 介護予防等を提供に対して、総合相談、デイサービス、生活支援サービス、介護予防等を提供。



復興への当面の対応と復興に向けた論点④

生活支援・地域コミュニティの維持生活支援・地域コミュニティの維持

課題 当面の対応 復興に向けた論点

生活支援 【市町村 社協 ＮＰＯ等による連携の調整会議】生活支援・
コミュニ
ティの維持

【市町村、社協、ＮＰＯ等による連携の調整会議】
○ 被災者のニーズに対するサービス提供の調整

【被災者の自立支援】
○ 訪問による仮設住宅や自宅の被災者の見守り（孤独化防止・不安の解消）
○ 被災者への生活相談 ○ 地域復興 コミュニティの維持・再生に向けた支○ 被災者への生活相談
○ 継続的な個別の相談支援
○ 就労準備のための支援

【コミュニティの再生】
○ 集会所を活用したコミュニティづくりの推進

○ 地域復興、コミュニティの維持・再生に向けた支
援ネットワークの構築。

○ 集会所を活用したコミュニティづくりの推進
○ 自治会等の仮設住宅における自治組織の立ち上げ支援

医療保険・
介護保険制

【医療保険制度の保険料減免等】
○ 被災した被保険者等について、医療保険の保険料や一部負担金等の減免等を介護保険制

度・障害福
祉サービス
の利用者負
担

○ 被災した被保険者等について、医療保険の保険料や 部負担金等の減免等を
行う場合に、保険者の負担を軽減するための財政支援を実施（第１次補正予算）。

【介護保険制度の保険料減免等】
○ 被災した被保険者について、介護保険の保険料、利用者負担額や介護施設等
の食費・居住費等の自己負担額の減免等を行う場合に、保険者等の負担を軽減す

○ 被災者の生活を支援するため、必要な保険者等へ
の支援が必要

食費 居住費等 自己負担額 減免等を行う場合に、保険者等 負担を軽減す
るための財政支援を実施（第1次補正予算）。

【障害福祉サービスの利用者負担減免等】
○ 被災した障害者について、障害福祉サービス等の利用者負担の免除や障害者
支援施設の入所者の食費・居住費の自己負担の減免を行う場合、市町村等の負担

の支援が必要。

の軽減するための財政支援を実施（第1次補正予算）。



復興への当面の対応と復興に向けた論点⑤

子育て

課題 当面の対応 復興に向けた論点

保育施設の保育施設の
復旧 【被災保育所の復旧】

○ 地震により被害を受けた保育所の復旧（第１次補正予算）

（参考）
【保育施設の被害状況】【保育施設の被害状況】
○ 地震・津波により、２７の保育所が全壊、６４５の保育所が一部損壊（うち、
岩手県、宮城県及び福島県では全壊２７，一部損壊２１５）。

○ 地域の子育て支援体制の将来のあり方を踏まえた
復興支援が必要。

震災孤児へ

○ 保育サービス、放課後児童クラブ、地域子育て支
援拠点等の一体的な復旧・再生。

○ 幼保一体化を踏まえたこども園等の整備。

震災孤児へ
の対応

【児童福祉職員の派遣の継続】
○ 児童相談所職員のチームによる、各避難所の巡回により、現状の把握、要援
護児童の確認、要援護児童との面談、養育と生活に関する親族との話し合いを実
施。

○ 被災した子どもに対する中長期的な支援体制の構
築。

施。

【要援護児童への対応】
○ 今後、以下を実施。

・児童相談所が、親族による引受け又は里親などによる受入を調整。
・要援護児童のメンタル面等の支援として、児童福祉の専門家の活用や児童相

談所職員の巡回の充実（第１次補正予算）

（参考）
【震災孤児の状況】
○ 今回の震災で両親を亡くした又は両親が行方不明の児童（要援護児童）は、
１８４人（５月２７日現在）



復興への当面の対応と復興に向けた論点⑥

雇用確保

課題 当面の対応 復興に向けた論点

～『「日本はひとつ」しごとプロジェクト』フェーズ１・２の着実な実施～

被災地及
び全国の
雇用情勢
の悪化へ
の対応

『 日本はひ 」し ジ クト』 の着実な実施
【雇用創出基金及び復旧事業による雇用創出】
○ 雇用創出基金事業の拡充(震災対応分野の追加、雇用期間の1年制限の廃止、
積み増し（第1次補正予算））
○ 当面の復旧事業における地域の建設企業の受注確保とハローワークへの求人
提出を要請の対応

（避難先
で職を得
て、被災
地に戻ら
ないこと

○ 被災者を対象にした雇入れ助成金によるインセンティブ付与（第1次補正）

【マッチング促進】
○都道府県労働局が中心となり、自治体、出先機関、関係団体による協議会を設
置

○ 緊急臨時的な雇用から安定した雇用へと転
換を図るため、被災地の復興に向けて、地域の
重点産業の復興・育成を通じた雇用機会の確保、
障害者に対する支援の充実によるマッチング支
援 雇用の維持支援の強化を実施 また これ

をどう考
えるかを
含む。）

○農林漁業者、自営業者に対する支援
○広域職業紹介の推進と職業転換給付金（広域求職活動費、移転費等）の支給
○障害者に対する支援の機動的な実施
○被災地の訓練枠の拡充、被災地における建設等の特別訓練コースの設定

【雇用調整助成金 拡充】

援、雇用の維持支援の強化を実施。また、これ
らを実施するための体制整備。

○ 被災地を含む全国の訓練枠の拡充、事業主
の実施する訓練への助成の拡充。

【雇用調整助成金の拡充】
○ 被災地域の事業所やこれらの事業所と一定規模以上の経済的関係を有する事
業所の事業主（２次下請等）を対象に特例措置を実施（第1次補正予算）

【雇用保険の特例措置】
○ 雇用保険の延長給付を更に延長する特例措置を実施（第1次補正予算）○ 雇用保険の延長給付を更に延長する特例措置を実施（第1次補正予算）

原発労働
者への対
応

【労働者の健康確保】

○ 原発緊急作業従事者に対する被ばく線量管理、臨時健康診断の徹底の指導。
○ 作業届の提出による被ばく線量管理、健康管理体制の確認。

○ 中小規模の協力会社に対する臨時健康診断
の実施支援。

応 ○ 作業届の提出による被ばく線量管理、健康管理体制の確認。

○ 労働者の募集・求人の申込み及び労働契約の締結に当たり労働条件等の適切
な明示が行われるよう東京電力、主要経済団体、建設業団体等に要請。

○ データベースの構築による原発緊急作業に
従事した労働者に対する長期的な健康管理。


